
平成２３年度第２回秋田県後期高齢者医療広域連合運営懇話会

会 議 録

【開 催 日】 平成２３年１２月７日（水）午後１時３０分から午後３時４５分

【場 所】 秋田県市町村会館５階 大会議室

【出席委員】 池村会長、大塚委員、淡路委員、小玉委員、藤原委員、小野委員、

斎藤委員、髙橋英夫委員、高橋豊委員、小西委員

【欠席委員】 船木委員、鳥海委員、尾岸委員

【広域連合】 岡田事務局長、石川事務局次長、髙橋総務課長、秋山業務課長、

川上会計室長、小林総務課長補佐、菊地業務課長補佐

田口総務班長、渡部給付班長、飯野企画財務班主査、

浅利資格保険料班主査、小舘総務班主査、髙橋総務班主任

【傍 聴 人】 一般傍聴人、報道関係者なし

【議事概要】 以下のとおり

１ 開 会

２ 事務局長あいさつ

３ 説 明

（１）平成２４・２５年度保険料率改定について ････ (資料１)
～資料１について説明（業務課長）

（小玉委員） 資料１の現状なんですけども、秋田県では被保険者一人当たりの平均

保険料が低いということなんですけども、その要因を教えていただきた

い。 

（業務課長） 秋田県が低い理由といたしましては、さきほど説明したなかでもあり

ましたように、所得係数というのが大きな原因となっております。例え



ば、１万円というのがあったときに、秋田県の所得係数が１ではなくて

０．いくらとかになれば、それに準じて低く試算されるということにな

ります。

（小玉委員） そうですね。収入が少なければその分安く計算されるということです

けども、いわゆるその分だけ収入が少ないわけだから、これ以上このま

ま上がっていくと負担がかかるという気がしてるんですよね。

（業務課長） ただ今のところで追加の説明をしますと、結局その収入が少ないとこ

ろで見込んだ係数になるので必ずしも全体の収入に対しては高いとは

いえないことになります。

（業務課長補佐） 課長の説明に対してさらに補足をさせていただきます。秋田県の場合、

全体の所得が低いということは課長が申したとおりでありますが、それ

に基づき一人一人の保険料を料率に基づいて算定しますと、軽減という

ものが措置されております。ですので一人当たりの保険料額というの

は、その軽減措置に基づいて算定されたものを平均化したものというこ

とになりますので、所得割と均等割の合計でかかっている方、もしくは

所得が低くて均等割のみの方、さらにその均等割額が軽減されている方

というようなところになっておりますので、トータルで算定すると一人

当たりの保険料額が低いということになります。

（藤原委員） 言葉がよくわからなかったのですが、先ほどの中で保険料の賦課限

度額が５０万ということだったんですが、それは国から５０万という

ことでそれで行くということだったんですが、これの意味は高齢者か

らいただく保険料の総額がという意味なんですか。

（業務課長） 例えば、計算されて一番高くて７０万だったとしますと、実際に払

う額が５０万になりますから、先ほどもありましたように、この部分

の限度額は国のほうから２４年度は５０万ではなく５５万にするよう

にということでありました。

（池村会長） 全国平均所得だと応益と応能の比率が５０：５０になるように考え

ているんですね。そういう理解でよろしいんですね。

（髙橋英夫委員） ４ページの保険料の増加の部分で、国のほうの２４と２５の医療給付

費が２２年度に対して一人当たりが、４．８６と７．３７％の増加を見

込んでいると、それで、うちのほうのを見てみますと、医療給付費の見

込みのところの５段目に該当するんですか。これ例えば、平成２４年度



見込みが２．３２％、平成２５年度見込みが４．５８％が対立する数字

ということでよろしいですか。もしそうだとしたら、国のほうよりもど

ちらかというと見込みが低いということでよろしいでしょうか。その原

因と、あと例えば国のほうで想定しているのがこのぐらい高いんだった

ら２３年度剰余金と財政安定化基金の活用を検討しなさいと同じです

ね。そういうことであれば、うちのほうは例えばこの両方を活用するの

か、片方だけ活用すればだいたい国の平均ぐらいあるのかなと思います

がいかがですか。

（業務課長補佐） 保険料の試算にあたりまして、今おっしゃられた表の数値にあります

けども、実際国のほうで全国的に調査したときに伸びの予想として、４．

８６、７．３７％というような数値を出してきておりました。ですが、

実際に秋田県の動向を見てみた場合、被保険者数の伸びの推計、それか

ら医療費に関する伸びの推計を含めますと、秋田県においてはとてもこ

れだけ伸びる数値じゃないというような判断をしております。ですの

で、この給付費等の見込みという５ページにある医療給付費等の見込み

の表の数値のとおり、秋田県の場合で実際に推計しますと、この医療費

の伸びの状況というように見ておりまして、それに基づいて新しい保険

料の率を制定しようというように考えております。この剰余金及び財政

安定化基金の算定につきましては、前回平成２２・２３年度の保険料の

制定に関するときなんですけども、全国で１０％以上の保険料の上昇が

見込まれるという通知が厚生労働省からありまして、それに対してあま

り大きい幅にならないよう、この剰余金及び財政安定化基金というもの

を活用して抑えていただきたいというような通知がきた経緯がありま

す。来年度以降の保険料率の制定にむけて、私たちのほうでもこの保険

料率の上昇幅が大きいようであれば、この剰余金、もしくは財政安定化

基金を算定したうえで保険料率を制定してくださいというようなこと

も国からきておりましたので、今現在の段階では、この試算案の中で示

しました３つのパターンがあるわけですけども、これを緩和しまして最

終的に決定していくということになります。財政安定化基金というの

は、国と県と広域連合で積み立てていることはさきほども説明いたしま

したが、県からもこちらに算入してもいいですよというものを協議した

うえで、決定することになりますので財政安定化基金の算定につきまし

てはまだ未確定な部分ということになっております。

（池村会長） ちょっと余計な質問かもしれませんけども、２２・２３年度の保険料

率の上昇を抑えようというふうに考えたときには、剰余金も活用したし

基金も取り崩したんですよね。２年前。



（業務課長補佐） 算定上は、両方とも算入する場合として計算しましたが、実際に会計

上の剰余金のほうで基金は取り崩さずにすんでおります。

（池村会長） そうですよね。私たちの会議にでてきたときは、たしか両方使うとい

う形でしたよね。それで結果的に片方だけ。２４・２５年度については、

ちょっと試算なんだけども、どういった方向性をお考えなんでしょうか

ね。

（業務課長補佐） この保険料の考えにあたりまして、財政サイドとも何度も相談はして

るんですけども、剰余金というのは会計上の繰越金になってきますが、

市町村からの負担金の精算等もありますので、過大な剰余金がでている

ように数字上はでてきますが、実際に精算しますとほとんど残らないと

いう現状になります。そこで確実に見込める剰余金としての額でしか今

回は見込んでおりません。保険料の財政安定化基金の関係も２５年度ま

で見込める積み立てとして最終的に積み立てた金額からある程度国の

ほうから戻すようにと指示がきておりましたので、それも考慮した上で

の見込額というふうになっております。

（総務課長） ちょっと補足させていただきますけども、剰余金については今７億９

千万というように話しておりますが、あくまで試算でありまして、例え

ば今後インフルエンザ等が増えますと一気に数億というお金がなくな

ります。７億９千万というのは、けっこう大きいように見えますけども、

広域連合としては年間予算が１３００億なんですね。なので、７億は２

日か３日くらいでなくなってしまいます。インフルエンザが流行ります

と。そうするとここに積み込めないということになります。財政安定化

基金につきましては、県の基金から積み立てになっておりますので、県

の議会で承認とかも必要になってくるわけですが、これは県と協議中に

なっておりまして、当然剰余金との関係もでてきます。剰余金がたくさ

んあると、財政安定化基金への積み金がある程度少なくて済むと。ただ、

今申しましたとおり、財政安定化基金を全部この期間で使い切ります

と、次の保険料に影響してきます。次の保険料が一気に上がります。い

わゆる財政安定化基金の残高がないですから。この制度もいつまで続く

かわからないような状況にありますけども、いずれそういうこともあり

ますので、まだそれこそ試算の段階ということになります。できるだけ

保険料については抑えたいという方針ではありますが、ある意味むずか

しいというのもありますので、よろしくお願いしたいと思います。

（池村会長） さきほどの説明のなかで、１７年の国勢調査についてはまだ確定値

がないということでしたけども、いわゆる５年ごとの簡易調査らしい



ですね。それで高齢化率がどうだったとかの発表を聞いているわけで

すけども、確定するのはいつになりますか。

（業務課長） 私どものほうでも、やはり精査したものを使いたいという思いもあ

りますので、県のほうにも問い合わせしたんですが、まだちょっとで

ていないと。いずれ高齢化率が何％かということで全国一位になった

ところについては速報値でありまして、例えば子どもの部分、働く部

分、６５歳以上の部分、大きな塊では発表されております。それで私

どもは１歳きざみのもので保険料率を考えておりますので２２年のも

のについては現状では発表されていないということになります。

（斎藤委員） 先ほどの４ページで①、②、③と試算が行われてますけども、いず

れまだ県との協議とか必要ということもあるんですけども、広域連合

としては、なるべく負担を抑えるというような前提で進めていくとい

うことでよろしいんですね。

（業務課長） そういうことです。

（事務局長） 一つ追加させていただきたいんですが、さきほど最後にだしました

新保険料率試算案ということで、①、②、③とありますが、剰余金の

みの収入を計上する場合のこの剰余金につきましては、総務課長が申

し上げましたとおり、今年度の残りの期間の疾病、インフルエンザ等

が増えた場合の医療費の関係が一つありますから。それから３番目の

財政安定化基金というのは、ある意味県との協議ということで。２番、

３番につきましては、これから情勢が変わることも予想されますので、

ただそうは言いながら私どもとしてはこういう疾病がなくて剰余金を

積み込むと。さらには、いくらかの財政安定化基金を入れたいと、①、

②、③とありましたが、①は私どもが期待しているのとは違うと、②

と③の間ぐらいかなと、そういう意味でさきほど説明したのは、来年

度以降の算定については、もうしばらくということになるかなと思い

ます。

（池村会長） 要するに保険料率の上昇を抑えられるんでしょうねというご要望と

いうのがあってそういう方向ですよというところに今のところはまと

めざるを得ないってことなんでしょうね。

（小玉委員） 保険料率の試算の案なんですが、いずれ上昇はまぬがれないという

ことなんですよね。後期高齢者の場合、保険料の限度もそうですし、

介護保険の限度もあります。その両方をある程度勘案してあげて両立



を考えていかないとそうとう負担がくるんじゃないかなと、介護保険

も上がるでしょうし。介護保険のほうと打ち合わせできるのならば、

ある程度負担のかからないようにしていただきたいというのが本音で

す。財政上どうしてもというならしょうがないですけど、これは例え

ば全国的に後期高齢者医療の保険料率の上昇率が同じになるようにア

ップするとかですね。

（業務課長補佐） あくまでも試算の段階なんですけども、全国でだいたい６％弱ぐら

い上がると推計はされております。

（小玉委員） 小西委員にお尋ねしたいですけども、健保連はどのくらい上がるん

ですか。

（小西委員） ７．６％ぐらいだったと思います。

（小玉委員） やはり保険者としては、医療費を抑えるか保険料を上げるかになっ

てしまいますよね。保険料率も上がっていくんだけども、全体を見渡

してやっていただきたいと思います。

（業務課長） 小玉委員の話も重々承知しておりますが、最低でも医療機関に支払

うお金は確保しないと安心して医療を受けることができないです。そ

のあたりを加味して我々も無駄に高くするつもりは毛頭ございません

のでどうか納得していただきたいと思います。

（小玉委員） 料率が上がるのはしょうがないと思いますが、そうではなくて介護

保険料率も市町村によって違うわけですよ。そうやって細かい情報を

得ながら、やはりお互いを見て高齢者に負担がかからないように妥協

点を見つけないといけないと思います。これは机上の数字としてだし

ているわけですよね。もっと全体を見て勘案してほしいと思います。

上がるのはしょうがないと思いますけども。

（小西委員） 予算作成の段階では何があるかわからないので、どうしても多めの

保険料を頂戴しないと業務上運営できないというのが現状だと思いま

す。その中で極力少ない保険料率を制定するということだと思います。

（高橋豊委員） 人口関係は、推計も含めてですが、ある程度の数字はでているし、

ある意味で試算は必要なのかなと思います。それが軽減策を含めたも

のが一体となって、その人口に対してどうなのか、本当の医療費の概

算はどうなのかというものをもうちょっと精査して必ずしも厚労省と



の基準とかでないと、秋田県独自の環境も当然私は考えられると思い

ます。その中でこういうふうにしていきたいとか。不足の場合は別と

しても、通常の場合はそれでも足りない場合は今おっしゃるように剰

余金を使うとか方針としては、そのような流れになるのかなと。医療

費の場合は少なくとも今時点の数字ではなくて、できるだけ直近のも

のを最悪このぐらいにはなりそうだというのをどうしてもおさえてお

くべきかなと思います。

（業務課長補佐） 実際の秋田県の今回の医療費、それから被保険者に関する見込みの

データ、今ご指摘あったとおり、実は直近のものを使っております。

実際に国からの数値でいきますと、今年度の分は見込みということに

なっておりますが、来年度については被保険者数で３．４％、さらに

２５年度についてはこれに対してさらに３．２％というふうな推計が

でております。実際にこの数値にあてはめまして、秋田県の被保険者

数を推計すると１万人以上誤差がでてしまうというふうなことも全て

見ております。ですので医療費に関しましても、各対前年比で２．４％

ずつ加算しなさいという内容の通知が一応国からもきております。そ

れで換算しますと、医療費の額というのはこれではおさまらない伸び

幅になってしまうということも事務局の中で何度も検討した結果、今

お示ししました数値というのがでてきているわけです。ですので、国

からの数値も一つの参考として試算するんですけども、実際に秋田県

の状態はどうだというのを見極めたうえで、最終的に算定していくこ

ととしておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

（２）第二次広域計画の策定について

ア 第一次広域計画における分析・評価について ････（資料２）

～資料２について説明（業務課長補佐）

（小玉委員） 被保険者数と被保険者数交付枚数が違うんですけども、なぜ違うのか

教えていただきたい。

（業務課長補佐） 被保険者数と被保険者証交付枚数が違うということなんですけども、

交付枚数は８月１日に向けてこちらが作成した枚数です。被保険者数の

場合は年間で平均した数ですので、亡くなった方とか転出した方もいら

っしゃいますので数が違っております。



（小玉委員） 保険料を滞納してる方に対しては、短期被保険者証を交付していて、

今のところ資格証明書の交付には至ってないということになるんです

けども、納付を勧奨するわけですよね。これ例えば一時的に短期被保険

者証の交付を繰り返した場合はどうなるんですか。

（業務課長補佐） 一度短期被保険者証を交付されまして、賦課されてから２分の１以上

納めていない方は、ずっと短期被保険者証が交付され続けます。

（小玉委員） もう一点なんですけども、重複頻回対象受診者４８人を抽出した理由、

抽出方法を教えて頂きたい。

（給付班長） 最初の抽出としましては、２２年１２月診療分から２３年２月診療分

までの期間のレセプトを確認しまして、まず最初に機械的に１ヶ月当た

り５カ所以上の医療機関を受診している方、それから１医療機関に１５

日以上の受診日がある方というのを機械的に抽出しました。その結果、

秋田県内で７，９００名ほど抽出されております。そのリストの中から

保健師の方々にレセプトを個別に確認していただいて、最終的に４８名

ということにしております。

（小玉委員） ７，９００名の中から４８名を抽出したのは保健師だということです

か。

（給付班長） 実際はもっと多い人数になるんですが、こちらのほうの職員と内容を

検討しながら、この人が訪問すべき人かなというところで４８人に至っ

ております。実際は重複頻回受診者だけでなく生活習慣病とかの日常生

活の相談したいところとかそういった部分での抽出条件になっており

ます。

（小玉委員） 次の１１ページのところにも書いてあるんですけども、より効果のあ

る事業として展開していくことが必要であると、それでこのへんの情報

というのは開示する予定はあるんですか。

（業務課長補佐） この内容につきましては、ただ今細かく分析・集計中ですので、いず

れ報告はさせていただきます。

（小玉委員） 早く開示していただければ全体の利益になると思います。そういう意

味でなるべく早く開示していただきたいと思います。

（池村会長） 今の話と関連して確認しておきたいんですが、訪問事業は今年度初め



て実施なんですよね。サンプルは別として。これはもう終了してるんで

すか。

（給付班長） この事業は、２３年度新事業として始めさせて頂きまして、現在１回

目の訪問が終わって、それを分析してるところでございます。この後訪

問後のレセプト等を確認しながら、２回目の訪問が必要な方、または電

話のみで対応できる方等の２回目のフォローという部分をこの後予定

しております。

（池村会長） 今分析結果の開示というご要望がありましたけども、それは当然のこ

とだと思うんですけども、事業の内容からしますと、どうしてももう少

し時間は要すことにならざるを得ないということですね。それと同時に

私が確認したいのが、この事業というのは訪問指導をされて実態を把握

されるということも重要でしょうけども、それが眼目ではなかったとい

うのを私は承知していたんですね。つまり訪問という事業を２３年度や

ってみた。それによってどういう効果が生まれてきたかというのを検証

して次年度以降の本格実施を検討すると、そういう位置づけであったよ

うに記憶してるんです。ですから、様々な情報提供をしたとか、様々な

指導をしたとか、その効果が現れているかどうかという、ＰＤＣＡサイ

クルを回す場合のＣを確実に行い、Ａにどう結びつけていくのかを考え

るということであったような気がするんです。だからそこらへんは非常

にコンパクトな形で効果を検証するために事業を２３年度は開始され

たと思うんですけども、もしそうだとするとなるべく早めに成果を総括

されるというのも必要だという感想を持ちました。

（業務課長補佐） 今の件につきまして、我々が判断する一つの材料として診療報酬の請

求というのがあるんですけども、実際に被保険者と会った後の診療報酬

の各被保険者に係る推計は先月を今月に来てるような状況です。ですの

で、いわゆる今月来る１０月の診療分の効果を計るための一つの材料が

今月はまだ来ておりませんので、そこで少しタイムラグがでているとこ

ろもありますが、ただ保健師のほうで我々と打ち合わせしてる中で、ど

うしても常に気になる方というのがいらっしゃいまして、その方々に対

しては電話での対応は既に行っているような状況です。ですのでそうい

った報告もいただいておりますので、数字上の分析になってしまいます

が、一つの判断材料がくるのが少し時間がかかってしまいますので、そ

こはご了解いただきたいと思います。

（小西委員） 頻回の受診者については、我々も非常に重要に思っておりまして、月

に何十回と受診するという方が多数でてきておりますので、ぜひとも分



析しまして来年度につながる事業を展開して欲しいと思います。これは

後期高齢だけでなく、我々も同じ状況でございますので、一つがんばっ

ていただきたいと思います。

それから７ページのところなんですけども、この表の療養費というの

がありますけども、２０年度から２１年度の伸び率が随分高いというふ

うに思います。この状況はどうしてこうなのか。いわゆる療養給付費が

非常に高い伸び率を示していると。下の方には整骨院からの申請に二次

点検を行い確認するようにということが書かれてあります。第二次計画

にはないようですので、どういうふうに取り扱うか、この原因と療養給

付費の伸び率がどうして全国の中でもこんなに高いのかというのをお

話いただいたうえで、ぜひとも第二次計画にも取り組むべきだと思うん

ですけども、厚生労働省の指示にもありますからその辺についてお話を

伺いたいと思います。

（業務課長補佐） ２０－２１の伸び率につきましては、算定月数が療養費につきまして

は２ヶ月少ないことになっていますので療養給付費と高額療養費が大

きな伸び率になっているんですけども、２０年度は基本的に１１ヶ月し

か診療月数がなかったことからこの伸び率が大きくなっております。療

養費につきましても同様に、２ヶ月遅れできますので、実質的には１０

ヶ月分しかありませんので、ここが大きくなっているように見えます。

その後は１１ヶ月ありますので、これが大きな要因になっていると考え

ております。

（小西委員） ２１－２２は通常の月数ですよね。これはどのくらい伸びているんで

しょうか。

（業務課長補佐） 療養費につきましては７．６％程伸びている計算になります。

（小西委員） 一般療養給付費よりは、もう少し伸び率を示しているわけですよね。

（業務課長補佐） そうですね。これにつきましては個別にかかりました各被保険者のあ

んまマッサージに係る受給件数の増加も一つの要因と考えております。

この二次点検の部分に関しましては、国のほうからの通知にもあるんで

すけども、この部分の実施に関しては非常に難しいというふうに考えて

おります。実際に柔整レセプトの点検を国からの指示で行ったこともあ

りますが、被保険者の方々はまず間違いなくそこの施術所にいっている

ことも確認できますし、それに対する施術所側の診療録というのも同時

に確認できておりますので、私たちが最初の段階で実施した調査につい

ては、何の問題もなかったような感じだったんですけども、どうも西日



本側からの不正請求絡みで、この部分を強化しなさいということもある

ようですので、この実施につきましては、今後の動向を見ながら、実際

にどこまで確認作業をやるかというのは二次点検の中に含めまして考

えていきたいというふうに考えております。

（小西委員） これは意見なんですけども、健保のほうでもやっておりますけども、

秋田県が一人当たりが９，０００円で岩手県が５，０００円いかない

んですよね。宮城県が７，０００円ぐらいですかね。実際にやってい

るかやってないかで大幅に請求が違うみたいで、たいした効果はない

んですけども、やらないといつまでたっても無駄な医療費を払ってい

るという状況にあると思いますので、ぜひともこの二次計画の中で取

り組んでいただきたいと思います。

（小玉委員） 先ほど訪問指導の話がありましたけども、頻回受診者は毎日同じよ

うな治療をしてるかもしれませんし、毎日その治療が必要かもしれま

せんし。それは主治医が判断するわけですけども。もし保健師さんが

訪問して、例えば月に４～５回以上通っている患者さんが治療に来な

かったときに、どうして来なかったのと聞いたら、こういう指導をさ

れたからですというふうになると非常に困るわけですよね。ですので、

そういった手続はしっかり踏んでやっていただきたいと思います。

（業務課長補佐） 今のご意見なんですけども、事業実施前に事務局と保健師さんでそ

の話はしております。今回１回目の訪問については、実際ちょっと時

間がないということもありましたので、２回目の確認を行う被保険者

については、主治医と思われる先生方の意見も参考にして、どういっ

たことをこの患者さんと話をしていけばいいのかというふうな判断を

しようというふうな方向で話をしておりますので、実際に重複頻回と

いうことでデータ上はだしていますけども、その方がどういった薬を

どういった飲み方をしているのか、そういったところを中心に実態を

見させていただいたというふうなところが正直なところです。ですの

で、そういったことも含めて、先ほど給付班長からも説明しましたが、

２回目はフォローが必要な被保険者には、先生方の意見を踏まえてや

るという方向で決めております。



イ 第二次広域計画（案）について ････（資料３、４）

～資料３、４の説明（業務課長、給付班長）

（大塚委員） 広域計画の資料の１７ページに一人当たりの医療費がありますが、

見てみるとかなり格差があるように見えますが、どうしてこのような

状態になるのか教えていただきたい。

（給付班長） １７ページの各市町村の一人当たりの医療費の格差ということです

が、実際２２年度の実績を基に一人当たりの医療費の数字をだしてみ

たんですが、多いところが秋田市、それから潟上市、由利本荘市、次

いで男鹿市と大潟村という形になっておりまして、単純にこちらのほ

うの予想でしかありませんけども、医療機関の多いところが高くなっ

ている、すぐ医療機関にかかれる環境が大きいのではないかなと 思

っております。逆に少ない部分が上小阿仁村、北秋田市というところ

になっておりまして、医療機関の数なのかなと思っております。

（池村会長） そのほかご意見等ございましたらお願いします。

（小西委員） 新しい計画のところで、５ページなんですが、レセプト点検のとこ

ろが給付という項目になっていまして、前は医療費適正化事業は保険

者機能強化事業の一つだと思うんですけども、これが給付のほうに入

ってしまった理由とそれから保険者機能強化事業と名称変更となった

背景、特別に秋田県がやるのか、そこを一点お尋ねします。

それから、このジェネリック医薬品の事業ということで６ページに

書いてありますけども、差額通知発送事業をやるかやらないかはこれ

から検討ということでしょうけども、数字を見ましても秋田県が全体

の後発医薬品の数量での使用割合が２２年の１７．８、隣の岩手県が

２５．４、青森県が２５．４ということで前後最下位ですのでこれは

しょうがないですけども、こういうふうな状況というのはやはり、１

６ページにありますとおり一人当たりの調剤費がこれだけ違うという

わけですよね。これはやはりしっかり保険者として、できることから

やる必要があるんじゃないかなと、国の費用から我々保険者からもお

金がでているわけですので、このジェネリック医薬品の普及に関して

は特別に強化してやっていただきたいと思います。これは秋田県全体

で強化してやっていくべきだと思いますので、後期高齢のほうでもよ

ろしくお願いしたいと思います。



（給付班長） そうすれば一点目としてレセプト点検の部分ですけども、たしかに

一次計画のほうでは医療費適正化事業というところにレセプト点検の

実施ということであがっておりましたけども、実は一次計画のほうに

も（４）のレセプトの点検、保管ということであがっておりました。

これらをまとめる意味もありまして、最終的に医療給付の部分の一環

ということで、レセプトの点検をこちらのほうにまとめさせていただ

きました。

（業務課長補佐） それから、医療費適正化事業が２２年からということで保健事業強

化事業ということで名称が変わったことなんですけども、国のほうで

医療費適正化事業ということで、老人保健時代から使用していた名称

になります。ですが、平成２２年度から国のほうからの事業の実施内

容ということで名称をこちらのほうに変更しました。ですのでそれに

合わせた形なんですけども、内容的には大きく変わらないんですけど

も、まず保険者の義務も含めまして、保険者としてあるべき姿を強化

していくというほうが意味も合うようですので、こういった名称にな

ったというふうに聞いております。

差額通知の実施につきましては、局内の中でも話題に上がっていな

いわけではありませんが、実際に市町村での実施状況が具体的になっ

ていないというふうなこともありまして、我々も一つの自治体の保険

者として、健康保険制度を運営するうえでは国保の動き等も参考にし

なければいけないというふうなことも考えておりました。ですので

我々の実施につきましてはまだ検討段階でありまして、国保の動向も

踏まえまして最終的に事業の実施については判断していきたいという

ふうに考えております。実施につきましては、配布する回数ですとか

差額の金額とか様々な設定する項目等もありますし、どの時点での薬

剤に対してのジェネリックでの差額の見極めということもありますの

で、実際に検討する材料はたくさんあると考えております。ですので

現段階でははっきりとした実施については明言できないという状況で

す。

（池村会長） 相談カードを今年度始めたときは、お願いカードの配布を未実施の

広域連合は数県程度しか残っていないという話になりましたけども、

現在はそこはどうなっているのですか。

（業務課長補佐） 現段階でやってなかったところで実施したという確認は取っていな

いです。



（小玉委員） 従来から、ジェネリック医薬品の使用については、医師会も反対し

てるわけではないです。医師会でも後発医薬品の使用のための講習を

始めましたし、ただ後発医薬品に関する情報は非常に少ないです。薬

ってのはある程度薬屋さんが説明して、それで自分で判断して使って

いる習慣があるわけですよ。後発医薬品に関してはまったくそういう

情報がないし、自分で調べないといけない。そこまでの時間的余裕も

あるのかという問題もあります。ですのでそういった環境を整えてわ

かりやすくジェネリックの一覧表みたいなのにできればいいのかなと

思います。国がいうようにハンコを押せば薬局のほうで勝手に変えて

も良いよっていうのは、やはり医療機関は非常に不安なんです。最終

的には処方したドクターが責任を取らないといけない。後発医薬品に

よっては、効き目や溶け方の時間が違ってきたりする可能性もある。

そういった情報がまったくないものですから、なかなか浸透しないの

かもしれません。ですので、そのへんの環境を整えればあっという間

に普及すると思います。決して後発医薬品がダメだと言ってるわけで

はないです。

４ その他について

・後期高齢者医療制度の廃止を盛り込んだ法案が２３年中に提出される予定であ

ったが延期になった旨報告した。（業務課長）

・２３年度に新規事業として開始した健康づくり訪問指導事業を２４年度におい

ても継続して実施することを報告した。（業務課長）

５ 閉会

事務局より閉会のあいさつがあり、閉会


